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次のとおり一般競争入札に付します。 

広島市長 松 井 一 實 

１ 調達内容 

⑴ 購入等件名及び数量

液体かせいソーダ（単価契約）

予定数量 ８３９，４８０ｋｇ

⑵ 調達件名の特質等

入札説明書及び仕様書による。

⑶ 納入期間

   令和５年４月１日から同年９月３０日まで 

⑷ 納入場所

ア 広島市環境局中工場 

イ 広島市環境局安佐南工場 

ウ 広島市環境局安佐北工場 

エ 広島市下水道局旭町水資源再生センター 

⑸ 入札方法

ア 入札金額は、１ｋｇ当たりの単価を記載すること。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもって契約

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約

金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。 

⑹ 入札区分

本件は、広島市電子入札システム（以下「電子入札システム」

という。）を利用して行う電子入札対象案件である。ただし、電

子入札システムにより難い場合は、入札説明書に定めるところに

より、所定の入札書の持参又は郵送（配達証明付書留郵便）によ

り入札することができる。 

なお、電子入札システムに関する手続については、広島市電子

入札システム等利用規約及び広島市電子入札運用基準に従うも

のとし、これらに反する入札は無効とする。 

２ 競争入札参加資格 

  次に掲げる競争入札参加資格を全て満たしていること。 

⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４及び広島市契約規則（以下

「規則」という。）第２条の規定に該当しない者であること。 

⑵ 広島市競争入札参加資格の「令和５・６・７年」の「物品の売

買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティ

ングサービスに係る役務を除く。）の提供」の契約の種類「物品

の売買、修繕及び製造の請負」の登録種目「０７－０３ 工業薬

品」に登録されている者であること。 

 なお、当該広島市競争入札参加資格を有しない者で、本件入札

に参加を希望するものは、本市所定の申請書に必要事項を記載の

上、添付書類を添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

⑶ 広島市税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者で

あること。 

⑷ 入札公告の日から開札日までの間のいずれの日においても、営

業停止処分又は本市の指名停止措置若しくは競争入札参加資格

の取消しを受けていないこと。 

⑸ 次に掲げる事項を証明した者であること。

  ア 納入しようとする物品が、入札説明書及び仕様書に定める特

質等を有すること。 

  イ 物品を納入期間安定して納入できること。 
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 ⑹ その他は、入札説明書による。 

３ 契約条項を示す場所等 

 ⑴ 契約条項を示す場所 

   広島市のホームページ（https://www.city.hiroshima.lg.jp/）の

トップページの「事業者向け情報」→「電子入札」→「調達情報

公開システム」の「一般公開用」→「カテゴリー検索 入札・見

積り情報」→「物品 一般競争入札［ＷＴＯ］」からダウンロー

ドできる。ただし、これにより難い場合（ダウンロードできない

場合の書類を含む。）は、次により交付する。 

  ア 交付期間 

    入札公告の日から令和５年３月１日（水）までの日（広島市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる日を除く。）の

午前８時３０分から午後５時まで 

  イ 交付場所 

    〒７３０－８５８６ 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市財政局契約部物品契約課 

    電話 ０８２－５０４－２０８３（直通） 

 ⑵ 入札書、入札説明書、仕様書等の交付方法 

   広島市のホームページ（前記⑴に記載のとおり。）からダウン

ロードできる。ただし、これにより難い場合は、前記⑴ア及びイ

により交付する。 

 ⑶ 契約条項、入札書、入札説明書等に関する問合せ先 

   前記⑴イに同じ。 

 ⑷ 仕様書に関する問合せ先 

  ア 前記１⑷ア 

    〒７３０－０８２６ 

    広島市中区南吉島一丁目５番１号 

    広島市環境局施設部中工場 

    電話 ０８２－２４９－８５１７（直通） 

  イ 前記１⑷イ  

    〒７３１－３１６３ 

    広島市安佐南区伴北四丁目３９９０番地 

    広島市環境局施設部安佐南工場 

    電話 ０８２－８４８－１１１４（直通） 

  ウ 前記１⑷ウ  

    〒７３１－０２２４ 

    広島市安佐北区可部町大字中島１４６０番地の１ 

    広島市環境局施設部安佐北工場 

    電話 ０８２－８１５－１８８１（直通） 

  エ 前記１⑷エ  

    〒７３４－０００３ 

    広島市南区宇品東四丁目２番２７号 

    広島市下水道局管理部旭町水資源再生センター 

    電話 ０８２－２５５－４９４０（直通） 

 ⑸ 入札書の提出方法 

  ア 電子入札システムを使用した入札書の送信により提出する

こと。ただし、電子入札システムにより難い場合は、紙による

入札書の持参又は郵送（配達証明付書留郵便）によることがで

きる。 

  イ 入札書の提出期間等 

   (ア) 電子入札システムによる場合の提出期間 

    ａ 初度入札 

      令和５年２月２８日（火）の午前８時３０分から午後５

時１５分まで及び同年３月１日（水）の午前８時３０分か

ら午後５時まで 

    ｂ 再度入札を実施する場合 

      令和５年３月２日（木）の午後２時から午後５時１５分

まで及び同月３日（金）の午前８時３０分から午前１１時

まで 

   (イ) 持参による場合の提出期間及び提出場所   

    ａ 提出期間 前記(ア)に同じ。 

    ｂ 提出場所 前記⑴イに同じ。 

   (ウ) 郵送（配達証明付書留郵便）による場合の提出期間及び提

出先 

    ａ 提出期間 入札公告の日から令和５年３月１日（水）午

後５時まで（必着） 

    ｂ 提出先  前記⑴イに同じ。 

 ⑹ 入札回数 

   入札回数は、２回限りとする。 

 ⑺ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

   (ア) 初度入札 

     令和５年３月２日（木）午前１０時１５分 

   (イ) 再度入札を実施する場合 

     令和５年３月３日（金）午後１時１５分 

  イ 場所 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市役所本庁舎１５階契約部入札室 

４ 落札者の決定 

  本件公告に示した調達物品を納入できると本市が判断した入札者

であって、規則第１５条及び第１６条の規定に基づいて作成された予

定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者

を落札者とする。 

５ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 入札保証金 

   免除。ただし、落札決定後に落札者が、契約の辞退をするなど

契約を締結しないときは、規則第２条の規定により競争入札参加

資格の取消しを行う。また、契約予定金額に基づく総支払予定額

に対する入札保証金相当額（５パーセント）の損害賠償金を請求

する。 

 ⑶ 入札者に求められる義務 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、前記２に掲げる事項

について証明する書類（以下「資格確認申請書等」という。）を

令和５年２月１３日（月）までに前記３⑴イの場所に提出しなけ

ればならない。また、開札日の前日までの間において、本市から

資格確認申請書等に関し、説明を求められた場合、これに応じな

ければならない。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 
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   ア 本件公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者

がした入札及び開札日時以後、落札者の決定までの間に前記２

⑵の広島市競争入札参加資格の取消し若しくは指名停止措置

を受け、又はその他の一般競争入札参加資格を満たさなくなっ

た者がした入札 

  イ 資格確認申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 

  ウ 入札金額を訂正したもの 

  エ 再度入札を実施する場合において、初度入札（無効となった

入札を除く。）の最低価格以上の価格でした入札 

  オ その他規則第８条各号のいずれかに該当する入札（外国事業

者が同条第１号の押印に代えて署名したものを除く。） 

  カ 物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７

年広島市規則第１３２号）第７条第５項の規定に基づき入札書

を受領した場合で、同項の規定に係る資格審査が開札日時まで

に終了しないとき又は競争入札参加資格を有すると認められ

なかったときにおける入札 

 ⑸ 契約保証金 

   要。ただし、規則第３１条第１号又は第３号に該当する場合は、

免除する。詳細は、入札説明書による。 

 ⑹ 契約書の作成の要否等 

   要 

 ⑺ 入札の中止等 

   本件入札に関して、天災地変があった場合、電子入札システム

の障害発生等により電子入札の執行が困難な場合、事故の発生等

により郵便による入札の執行が困難な場合又は入札参加者の談

合や不穏な行動の情報があった場合など、入札を公正に執行する

ことができないと判断されるときは、入札の執行を延期又は中止

することがある。 

   また、開札後においても、発注者の入札手続の誤りなどにより

入札の公正性が損なわれると認められたときは入札を中止する

ことがある。 

 ⑻ 予算の成立及び契約締結日 

   本契約については、本件に係る予算の成立を条件とするととも

に、契約締結日は令和５年４月１日とする。 

 ⑼ 広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

   前記２⑵の広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者

も、前記⑶により資格確認申請書等を提出することができるが、

入札に参加するためには、開札の時において、広島市競争入札参

加資格の認定を受けていなければならない。 

 ⑽ その他 

   詳細は、入札説明書による。 

６ Summary 

 ⑴ Nature and quantity of the products to be purchased: 

   Liquid caustic soda, approximately 839,480kg 

 ⑵ Delivery period: 

   From April 1, 2023 through September 30, 2023 

 ⑶ Delivery place: 

   Naka Incineration Plant, Environment Bureau, 

   Hiroshima City Hall, and 3 other places 

 ⑷ Time Limit for tender: 

   5:00 PM, Wednesday March 1, 2023 

 ⑸ Contact point for the notice: 

   Commodities Contract Division, 

   Contract Department, 

   Finance Bureau,  

   The City of Hiroshima 

   6-34 Kokutaijimachi 1-chome, Naka-ku, 

   Hiroshima City 730-8586 Japan 

   TEL 082-504-2083 

 

入 札 公 告 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 

                  広島市長 松 井 一 實 

 

１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   重金属固定剤（焼却灰・ばいじん用）（中工場）（単価契約） 

   予定数量 １０３，９１４ｋｇ 

 ⑵ 調達件名の特質等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 納入期間 

   令和５年４月１日から同年９月３０日まで 

 ⑷ 納入場所 

   広島市環境局中工場 

 ⑸ 入札方法 

  ア 入札金額は、１ｋｇ当たりの単価を記載すること。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもって契約

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約

金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。 

 ⑹ 入札区分 

   本件は、広島市電子入札システム（以下「電子入札システム」

という。）を利用して行う電子入札対象案件である。ただし、電

子入札システムにより難い場合は、入札説明書に定めるところに

より、所定の入札書の持参又は郵送（配達証明付書留郵便）によ

り入札することができる。 

   なお、電子入札システムに関する手続については、広島市電子

入札システム等利用規約及び広島市電子入札運用基準に従うも

のとし、これらに反する入札は無効とする。 

２ 競争入札参加資格 

  次に掲げる競争入札参加資格を全て満たしていること。 

 ⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４及び広島市契約規則（以下

「規則」という。）第２条の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 広島市競争入札参加資格の「令和５・６・７年」の「物品の売

買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティ

ングサービスに係る役務を除く。）の提供」の契約の種類「物品
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の売買、修繕及び製造の請負」の登録種目「０７－０３ 工業薬

品」に登録されている者であること。 

   なお、当該広島市競争入札参加資格を有しない者で、本件入札

に参加を希望するものは、本市所定の申請書に必要事項を記載の

上、添付書類を添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑶ 広島市税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者で

あること。 

 ⑷ 入札公告の日から開札日までの間のいずれの日においても、営

業停止処分又は本市の指名停止措置若しくは競争入札参加資格

の取消しを受けていないこと。 

 ⑸ 次に掲げる事項を証明した者であること。 

  ア 納入しようとする物品が、入札説明書及び仕様書に定める特

質等を有すること。 

  イ 物品を納入期間安定して納入できること。 

 ⑹ その他は、入札説明書による。 

３ 契約条項を示す場所等 

 ⑴ 契約条項を示す場所 

   広島市のホームページ（https://www.city.hiroshima.lg.jp/）の

トップページの「事業者向け情報」→「電子入札」→「調達情報

公開システム」の「一般公開用」→「カテゴリー検索 入札・見

積り情報」→「物品 一般競争入札［ＷＴＯ］」からダウンロー

ドできる。ただし、これにより難い場合（ダウンロードできない

場合の書類を含む。）は、次により交付する。 

  ア 交付期間 

    入札公告の日から令和５年３月１日（水）までの日（広島市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる日を除く。）の

午前８時３０分から午後５時まで 

  イ 交付場所 

    〒７３０－８５８６ 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市財政局契約部物品契約課 

    電話 ０８２－５０４－２０８３（直通） 

 ⑵ 入札書、入札説明書、仕様書等の交付方法 

   広島市のホームページ（前記⑴に記載のとおり。）からダウン

ロードできる。ただし、これにより難い場合は、前記⑴ア及びイ

により交付する。 

 ⑶ 契約条項、入札書、入札説明書等に関する問合せ先 

   前記⑴イに同じ。 

 ⑷ 仕様書に関する問合せ先 

   〒７３０－０８２６ 

   広島市中区南吉島一丁目５番１号 

   広島市環境局施設部中工場 

   電話 ０８２－２４９－８５１７（直通） 

 ⑸ 入札書の提出方法 

  ア 電子入札システムを使用した入札書の送信により提出する

こと。ただし、電子入札システムにより難い場合は、紙による

入札書の持参又は郵送（配達証明付書留郵便）によることがで

きる。 

  イ 入札書の提出期間等 

   (ア) 電子入札システムによる場合の提出期間 

    ａ 初度入札 

      令和５年２月２８日（火）の午前８時３０分から午後５

時１５分まで及び同年３月１日（水）の午前８時３０分か

ら午後５時まで 

    ｂ 再度入札を実施する場合 

      令和５年３月２日（木）の午後２時から午後５時１５分

まで及び同月３日（金）の午前８時３０分から午前１１時

まで 

   (イ) 持参による場合の提出期間及び提出場所   

    ａ 提出期間 前記(ア)に同じ。 

    ｂ 提出場所 前記⑴イに同じ。 

   (ウ) 郵送（配達証明付書留郵便）による場合の提出期間及び提

出先 

    ａ 提出期間 入札公告の日から令和５年３月１日（水）午

後５時まで（必着） 

    ｂ 提出先  前記⑴イに同じ。 

 ⑹ 入札回数 

   入札回数は、２回限りとする。 

 ⑺ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

   (ア) 初度入札 

     令和５年３月２日（木）午前１０時１９分 

   (イ) 再度入札を実施する場合 

     令和５年３月３日（金）午後１時１９分 

  イ 場所 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市役所本庁舎１５階契約部入札室 

４ 落札者の決定 

  本件公告に示した調達物品を納入できると本市が判断した入札

者であって、規則第１５条及び第１６条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。 

５ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 入札保証金 

   免除。ただし、落札決定後に落札者が、契約の辞退をするなど

契約を締結しないときは、規則第２条の規定により競争入札参加

資格の取消しを行う。また、契約予定金額に基づく総支払予定額

に対する入札保証金相当額（５パーセント）の損害賠償金を請求

する。 

 ⑶ 入札者に求められる義務 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、前記２に掲げる事項

について証明する書類（以下「資格確認申請書等」という。）を

令和５年２月１３日（月）までに前記３⑴イの場所に提出しなけ

ればならない。また、開札日の前日までの間において、本市から

資格確認申請書等に関し、説明を求められた場合、これに応じな

ければならない。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア 本件公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者

がした入札及び開札日時以後、落札者の決定までの間に前記２
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 ⑵の広島市競争入札参加資格の取消し若しくは指名停止措置

を受け、又はその他の一般競争入札参加資格を満たさなくなっ

た者がした入札 

  イ 資格確認申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 

  ウ 入札金額を訂正したもの 

  エ 再度入札を実施する場合において、初度入札（無効となった

入札を除く。）の最低価格以上の価格でした入札 

  オ その他規則第８条各号のいずれかに該当する入札（外国事業

者が同条第１号の押印に代えて署名したものを除く。） 

  カ 物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７

年広島市規則第１３２号）第７条第５項の規定に基づき入札書

を受領した場合で、同項の規定に係る資格審査が開札日時まで

に終了しないとき又は競争入札参加資格を有すると認められ

なかったときにおける入札 

 ⑸ 契約保証金 

   要。ただし、規則第３１条第１号又は第３号に該当する場合は、

免除する。詳細は、入札説明書による。 

 ⑹ 契約書の作成の要否等 

   要 

 ⑺ 入札の中止等 

   本件入札に関して、天災地変があった場合、電子入札システム

の障害発生等により電子入札の執行が困難な場合、事故の発生等

により郵便による入札の執行が困難な場合又は入札参加者の談

合や不穏な行動の情報があった場合など、入札を公正に執行する

ことができないと判断されるときは、入札の執行を延期又は中止

することがある。 

   また、開札後においても、発注者の入札手続の誤りなどにより

入札の公正性が損なわれると認められたときは入札を中止する

ことがある。 

 ⑻ 予算の成立及び契約締結日 

   本契約については、本件に係る予算の成立を条件とするととも

に、契約締結日は令和５年４月１日とする。 

 ⑼ 広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

   前記２⑵の広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者

も、前記⑶により資格確認申請書等を提出することができるが、

入札に参加するためには、開札の時において、広島市競争入札参

加資格の認定を受けていなければならない。 

 ⑽ その他 

   詳細は、入札説明書による。 

６ Summary 

 ⑴ Nature and quantity of the products to be purchased: 

   Heavy metal treatment agent, approximately 103,914kg 

 ⑵ Delivery period: 

   From April 1, 2023 through September 30, 2023 

 ⑶ Delivery place: 

   Naka Incineration Plant, Environment Bureau, 

   Hiroshima City Hall 

 ⑷ Time Limit for tender: 

   5:00 PM, Wednesday March 1, 2023 

 ⑸ Contact point for the notice: 

   Commodities Contract Division, 

   Contract Department, 

   Finance Bureau,  

   The City of Hiroshima 

   6-34 Kokutaijimachi 1-chome, Naka-ku, 

   Hiroshima City 730-8586 Japan 

   TEL 082-504-2083 

 

入 札 公 告 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 

                  広島市長 松 井 一 實 

 

１ 調達内容 

 ⑴ 調達等件名 

   介護保険システムの基本設計等業務 

 ⑵ 履行の内容等 

   入札説明書及び基本仕様書による。 

 ⑶ 契約期間 

   令和５年４月３日から令和８年３月３１日まで 

 ⑷ 履行期間 

   前記⑶に同じ。 

 ⑸ 予定価格 

   １２６，３９４，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除

く。） 

 ⑹ 履行場所 

   広島市健康福祉局高齢福祉部介護保険課（広島市中区国泰寺町

一丁目６番３４号）その他本市が指定する場所 

 ⑺ 入札方法 

  ア 入札金額は、契約期間の総価を記載すること。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

  ウ 本件に係る入札は、地方自治法施行令（以下「施行令」とい

う。）第１６７条の１０の２第１項に規定する総合評価一般競

争入札の方法により行うので、提案に係る書類（以下「提案書

等」という。）を入札書と同時に提出すること。 

 ⑻ 入札区分 

   本件に係る入札は、広島市電子入札システムを利用しない紙に

よる入札とする。 

２ 競争入札参加資格 

  次に掲げる競争入札参加資格を全て満たしていること。 

  なお、共同企業体を構成して参加する場合は、構成員は２者又は

３者とし（各構成員の出資割合は、２者の場合は３０パーセント以

上を、３者の場合は２０パーセント以上を必要とし、かつ、代表構
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成員の出資割合は他の構成員の出資割合を下回らないこととす

る。）、いずれの構成員もこの項の要件を満たすものとする。 

 ⑴ 施行令第１６７条の４及び広島市契約規則（以下「規則」とい

う。）第２条の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 入札公告の日から落札者の決定の日までの間のいずれの日に

おいても、営業停止処分又は広島市の指名停止措置若しくは競争

入札参加資格の取消しを受けていないこと。 

 ⑶ 広島市競争入札参加資格「令和５・６・７年」の「物品の売買、

借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティング

サービスに係る役務を除く。）の提供」の契約の種類「役務の提

供の施設維持管理業務を除く役務」の登録種目「３ 施設維持管

理業務を除く役務」の「３０－０６ 情報処理（コンピュータ関

連）」に登録している者であること。 

   なお、当該広島市競争入札参加資格を有しない者で、本件入札

に参加を希望するものは、本市所定の申請書に必要事項を記載の

上、添付書類を添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 広島市税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者で

あること。 

   なお、広島市に納税義務がない者で、本件入札に参加を希望す

るものは、本市所定の申立書に必要事項を記載の上、添付書類を

添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑸ 入札参加者に求められる義務として、次に掲げる事項を証明し

た者であること。 

  ア 単体企業の場合 

    平成３０年４月以降、政令指定都市や中核市等の大規模自治

体（人口２０万人以上）において、住民記録、税、国民健康保

険、年金、後期高齢者医療保険、介護保険又は福祉情報システ

ム（統合型）のうちいずれかについて、更新又は構築に係る基

本設計業務（構築業務等に含まれる場合も可）の履行実績（履

行中の場合も可。共同企業体での実績の場合は、代表構成員と

しての実績であること。）を有すること。 

  イ 共同企業体の場合 

    代表構成員が、平成３０年４月以降、政令指定都市や中核市

等の大規模自治体（人口２０万人以上）において、住民記録、

税、国民健康保険、年金、後期高齢者医療保険、介護保険又は

福祉情報システム（統合型）のうちいずれかについて、更新又

は構築に係る基本設計業務（構築業務等に含まれる場合も可）

の履行実績（履行中の場合も可。共同企業体での実績の場合は、

代表構成員としての実績であること。）を有すること。 

 ⑹ 次に掲げる者でないこと。 

  ア 介護保険システムの基本設計等業務総合評価審査委員会の

委員又は特別委員 

  イ 前記アの委員及び特別委員が自ら主宰し、又は役員若しくは

顧問として関係する法人その他の組織及び当該組織に所属す

る者 

 ⑺ その他は、入札説明書による。 

３ 契約条項を示す場所等 

 ⑴ 契約条項を示す場所 

   広島市のホームページ（https://www.city.hiroshima.lg.jp/）の

トップページの「事業者向け情報」→「電子入札」→「調達情報

公開システム」の「一般公開用」→「カテゴリー検索 入札・見

積り情報」→「委託 一般競争入札［ＷＴＯ］」からダウンロー

ドすることができる。ただし、これにより難い場合（ダウンロー

ドできない場合の書類を含む。）は、次により交付する。 

  ア 交付期間 

    入札公告の日から令和５年３月１日（水）までの日（広島市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる日を除く。）の

午前８時３０分から午後５時まで。 

  イ 交付場所 

    〒７３０－８５８６ 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市健康福祉局高齢福祉部介護保険課（広島市役所本庁舎

２階） 

    電話 ０８２－５０４－２１７３（直通） 

 ⑵ 入札書、入札説明書の交付方法 

   広島市のホームページ（前記⑴に記載のとおり。）からダウン

ロードすることができる。ただし、これにより難い場合には、前

記⑴ア及びイにより交付する。 

 ⑶ 仕様書の交付方法 

   前記⑴ア及びイにより交付する。 

 ⑷ 契約条項、入札説明書、仕様書等に関する問い合わせ先 

   前記⑴イに同じ。 

 ⑸ 入札書及び提案書等の提出方法 

  ア 持参又は郵送（配達証明付書留郵便）により提出すること。 

  イ 提出期間等 

   (ア) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

    ａ 提出期間 令和５年２月２８日（火）の午前８時３０分

から午後５時まで及び同年３月１日（水）の午

前８時３０分から午後３時まで 

    ｂ 提出場所 前記⑴イに同じ。 

   (イ) 郵送（配達証明付書留郵便）による場合の提出期間及び提

出先 

    ａ 提出期間 入札公告の日から令和５年３月１日（水）の

午後３時まで（必着） 

    ｂ 提出先  前記⑴イに同じ。 

 ⑹ 入札金額内訳書の提出方法 

   入札参加者は、入札書に記載する金額の算定根拠となった入札

金額内訳書を作成し、入札書と同時に提出しなければならない。

なお、入札金額内訳書の提出がない場合は、落札者となることが

できない。 

 ⑺ 入札回数 

   入札回数は、１回限りとする。 

 ⑻ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 令和５年３月２日（木）午後１時３０分 

  イ 場所 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

       広島市役所本庁舎１４階第７会議室 

４ 総合評価に関する事項（落札者決定基準） 

 ⑴ 落札者の決定方法 

   落札者決定に当たっては、介護保険システムの基本設計等業務

総合評価審査委員会において、「価格」及び「価格以外の要素」

（後記⑶の評価項目をいう。）について、後記⑵の「総合評価の

方法」によって審査の上、採点し、得られた総合的な得点の最も

https://www.city.hiroshima.lg.jp/
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 高い者を落札者とする。 

 ⑵ 総合評価の方法 

  ア 入札価格の得点は、次の式により算定して得た値とする。 

    （１－入札価格÷予定価格）×３００点 

  イ 価格以外の要素の得点は、後記⑶の評価項目ごとに提案書等、

入札参加者に求めた提出書類を基に、入札説明書の落札者決定

基準に従って審査して得点を与える。 

    審査の過程においてヒアリングを実施する。ヒアリングの詳

細（実施時期、場所等）については、別途、入札参加者に対し

て通知を行う予定である。 

  ウ 前記アの得点に前記イの得点を加算した値を、価格と価格以

外の要素の総合的な得点とする。 

 ⑶ 評価項目 

  ア 価格以外の要素の大まかな評価対象は次のとおりであり、評

価項目及び評価基準の詳細は入札説明書の落札者決定基準に

よる。 

   (ア) 本業務の履行に関する項目 

   (イ) 類似業務の履行実績に関する項目 

   (ウ) 社会性に関する項目 

  イ 前項の評価項目は、評価に応じて配点される。 

 ⑷ 得点配分 

  ア 価格：３００点 価格以外の要素：６００点 

    総合評価の合計：９００点 

  イ 前記⑶アに掲げる各評価項目の得点配分は、入札説明書の落

札者決定基準による。 

５ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 入札保証金 

   免除。ただし、落札決定後に落札者が、契約の辞退をするなど

契約を締結しないときは、規則第２条の規定により競争入札参加

資格の取消しを行う。また、契約予定金額に対する入札保証金相

当額（１００分の５の額）の損害賠償金を請求する。 

 ⑶ 入札者に求められる義務 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、前記２に掲げる事項

について証明する書類（以下「資格確認申請書等」という。）を

令和５年２月１６日（木）までに前記３⑴イの場所に提出しなけ

ればならない。また、開札日の前日までの間において、本市から

資格確認申請書等に関し、説明及び追加資料の提出を求められた

場合、これに応じなければならない。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア 本件公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者

がした入札及び開札日以後、落札者の決定までの間に前記２⑶

の広島市競争入札参加資格の取消し若しくは指名停止措置を

受け、又はその他一般競争入札参加資格を満たさなくなった者

がした入札 

  イ 資格確認申請書等その他本件入札に係る書類に虚偽の記載

をした者がした入札 

  ウ 入札金額を訂正したもの 

  エ 前記１⑸の予定価格を上回る額の入札 

  オ その他規則第８条各号のいずれかに該当する入札（外国事業

者が同条第１号の押印に代えて署名したものを除く。） 

  カ 物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７

年広島市規則第１３２号）第７条第５項の規定に基づき入札書

を受領した場合で、同項の規定に係る資格審査が開札日時まで

に終了しないとき又は競争入札参加資格を有すると認められ

なかったときにおける入札 

 ⑸ 契約保証金 

   要。ただし、規則第３１条第１号又は第３号に該当する場合は、

免除する。詳細は、入札説明書による。 

 ⑹ 契約書の作成の要否 

   要 

 ⑺ 入札の中止等 

   本件入札に関して、天災地変があった場合、事故の発生等によ

り郵便による入札の執行が困難な場合又は入札参加者の談合や

不穏な行動の情報があった場合など、入札を公正に執行すること

ができないと判断されるときは、入札の執行を延期又は中止する

ことがある。 

   また、開札後においても、発注者の入札手続の誤りなどにより

入札の公正性が損なわれると認められるときは入札を中止する

ことがある。 

 ⑻ 予算の成立及び契約締結日 

   本契約については、本件に係る予算の成立を条件とするととも

に、契約締結日は令和５年４月３日（月）とする。 

 ⑼ 広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

   前記２⑶に掲げる広島市競争入札参加資格の認定を受けてい

ない者も、前記⑶により資格確認申請書等を提出することができ

るが、入札に参加するためには、開札の時において、広島市競争

入札参加資格の認定を受けていなければならない。 

 ⑽ その他 

   詳細は、入札説明書による。 

６ Summary 

 ⑴ Nature and quantity of service to be procured: 

   Basic design and other related work for 

   long-term care insurance system 

 ⑵ Fulfillment period: 

   From April 3, 2023 through March 31,2026 

 ⑶ Fulfillment location(s): 

   Long-Term Care Insurance Division,  

   Senior Citizens Welfare Department, 

   Health and Welfare Bureau, 

   City of Hiroshima (6-34 Kokutaiji-machi 1-chome, 

   Naka-ku, Hiroshima City) and other location(s) designated 

   by the City 

 ⑷ Tender submission deadline: 

   3:00 pm, Wednesday, March 1, 2023 

 ⑸ Contact point: 

   Long-Term Care Insurance Division 

   Senior Citizens Welfare Department 

   Health and Welfare Bureau 

   The City of Hiroshima 
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   6-34 Kokutaiji-machi 1-chome, Naka-ku, Hiroshima City 

   730-8586 Japan 

   TEL 082-504-2173 

 

入 札 公 告 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 

                  広島市長 松 井 一 實 

 

１ 調達内容 

 ⑴ 調達サービス 

   広島市国民年金システム及び後期高齢者医療システムにおけ

る基本設計等業務 

 ⑵ 履行の内容等 

   入札説明書及び基本仕様書による。 

 ⑶ 契約期間 

   令和５年４月３日から令和６年３月３１日まで 

 ⑷ 履行期間 

   前記⑶に同じ。 

 ⑸ 予定価格 

   ４１,７１３,６００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

 ⑹ 履行場所 

   広島市健康福祉局保健部保険年金課（広島市中区国泰寺町一丁

目６番３４号）その他本市が指定し、又は承認する場所 

 ⑺ 入札方法 

  ア 入札金額は、履行期間の総価を記載すること。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

  ウ 本件に係る入札は、地方自治法施行令（以下「施行令」とい

う。）第１６７条の１０の２第１項に規定する総合評価一般競

争入札の方法により行うので、提案に係る書類（以下「提案書

類」という。）を入札書と同時に提出すること。 

 ⑻ 入札区分 

   本件に係る入札は、広島市電子入札システムを利用しない紙に

よる入札とする。 

２ 競争入札参加資格 

  次に掲げる競争入札参加資格を全て満たしていること。 

 ⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４及び広島市契約規則（以下

「規則」という。）第２条の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 広島市競争入札参加資格の「令和５・６・７年」の「物品の売

買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティ

ングサービスに係る役務を除く。）の提供」の契約の種類「役務

の提供の施設維持管理業務を除く役務」の登録種目「３０－０６  

   情報処理（コンピュータ関連）」に登録されている者であるこ

と。 

   なお、当該広島市競争入札参加資格を有しない者で、本件入札

に参加を希望するものは、本市所定の申請書に必要事項を記載の

上、添付書類を添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑶ 広島市税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者で

あること。 

   なお、広島市に納税義務がない者で、本件入札に参加を希望す

るものは、本市所定の申立書に必要事項を記載の上、添付書類を

添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 入札公告の日から開札日までの間のいずれの日においても、営

業停止処分又は本市の指名停止措置若しくは競争入札参加資格

の取消しを受けていないこと。 

 ⑸ 入札参加者に求められる義務として、次に掲げる事項を証明し

た者であること。 

  ア 平成３０年４月以降、政令指定都市や中核市等の大規模自治

体（人口２０万人以上）において、住民記録、税、介護保険、

国民健康保険、年金、後期高齢者医療又は福祉情報システム（統

合型）のうちいずれかについて、更新又は構築に係る基本設計

業務（構築業務等に含まれる場合も可）の履行実績（履行中の

場合も可）を有すること。 

  イ 事業者が ISO/IEC27001認証を有していること。 

 ⑹ 次に掲げる者でないこと。 

  ア 国民年金システム及び後期高齢者医療システムの基本設計

等業務総合評価審査委員会の委員又は特別委員 

  イ 前記アの委員及び特別委員が自ら主宰し、又は役員若しくは

顧問として関係する法人その他の組織及び当該組織に所属す

る者 

 ⑺ その他は、入札説明書による。 

３ 契約条項を示す場所等 

 ⑴ 契約条項を示す場所 

   広島市のホームページ（https://www.city.hiroshima.lg.jp/）の

トップページの「事業者向け情報」→「電子入札」→「調達情報

公開システム」の「一般公開用」→「カテゴリー検索 入札・見

積り情報」→「委託 一般競争入札［ＷＴＯ］」からダウンロー

ドすることができる。ただし、これにより難い場合（ダウンロー

ドできない場合の書類を含む。）は、次により交付する。 

  ア 交付期間 

    入札公告の日から令和５年３月１日（水）までの日（広島市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる日を除く。）の

午前８時３０分から午後５時まで 

  イ 交付場所 

    〒７３０－８５８６ 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市健康福祉局保健部保険年金課（本庁舎２階） 

    電話 ０８２－５０４－２１５８（直通） 

 ⑵ 入札書、入札説明書の交付方法 

   本市のホームページ（前記⑴に記載のとおり。）からダウンロ

ードできる。ただし、これにより難い場合は、前記⑴ア及びイに

より交付する。 

 ⑶ 仕様書の交付方法 
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    前記⑴ア及びイにより交付する。 

 ⑷ 契約条項、入札説明書、仕様書等に関する問合せ先 

   前記⑴イに同じ。 

 ⑸ 入札書及び提案書等の提出方法 

  ア 持参又は郵送（配達証明付書留郵便）により提出すること。 

  イ 提出期間等 

   (ア) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

    ａ 提出期間 令和５年２月２８日（火）の午前８時３０分

から午後５時まで及び同年３月１日（水）の午

前８時３０分から午後３時まで 

    ｂ 提出場所 前記⑴イに同じ。 

   (イ) 郵送（配達証明付書留郵便）による場合の提出期間及び提

出先 

    ａ 提出期間 入札公告の日から令和５年３月１日（水）の

午後３時まで（必着） 

    ｂ 提出先  前記⑴イに同じ。 

 ⑹ 入札金額内訳書の提出方法 

   入札参加者は、入札書に記載する金額の算定根拠となった入札

金額内訳書を作成し、入札書と同時に提出しなければならない。

入札金額内訳書の提出がない場合は、落札者となることができな

い。 

 ⑺ 入札回数 

   入札回数は、１回限りとする。 

 ⑻ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 令和５年３月２日（木）午前１０時 

  イ 場所 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

       広島市役所本庁舎１４階 第７会議室 

４ 総合評価に関する事項（落札者決定基準） 

 ⑴ 落札者の決定方法 

   落札者決定に当たっては、国民年金システム及び後期高齢者医

療システムの基本設計等業務総合評価審査委員会において、「価

格」及び「価格以外の要素」（後記⑶の評価項目をいう。）につ

いて、後記⑵の「総合評価の方法」によって審査の上で採点し、

得られた総合的な得点の最も高い者を落札者とする。 

 ⑵ 総合評価の方法 

  ア 入札価格の得点は、次の式により算定して得た値とする。 

    （１－入札価格÷予定価格）×２６０点 

  イ 価格以外の要素の得点は、後記⑶の評価項目ごとに提案書等、

入札参加者に求めた提出書類を基に、入札説明書の落札者決定

基準に従って審査して得点を与える。 

    審査の過程においてヒアリングを実施する。ヒアリングの詳

細（実施時期、場所等）については、別途、入札参加者に対し

て通知を行う予定である。 

  ウ 前記アの得点に前記イの得点を加算した値を、価格と価格以

外の要素の総合的な得点とする。 

 ⑶ 評価項目 

  ア 価格以外の要素の大まかな評価対象は次のとおりであり、評

価項目及び評価基準の詳細は入札説明書の落札者決定基準に

よる。 

   (ア) 本業務の履行に関する項目 

   (イ) 類似業務の履行実績に関する項目 

   (ウ) 社会性に関する項目 

  イ 前項の評価項目は、評価に応じて配点される。 

 ⑷ 得点配分 

  ア 価格：２６０点 価格以外の要素：５２０点 

    総合評価の合計：７８０点 

  イ 前記⑶アに掲げる各評価項目の得点配分は、入札説明書の落

札者決定基準による。 

５ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 入札保証金 

   免除。ただし、落札決定後に落札者が、契約の辞退をするなど

契約を締結しないときは、規則第２条の規定により競争入札参加

資格の取消しを行う。また、契約予定金額に対する入札保証金相

当額（契約予定金額の１００分の５）の損害賠償金を請求する。 

 ⑶ 入札者に求められる義務 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、前記２に掲げる事項

について説明する書類（以下「資格確認申請書等」という。）を

令和５年２月１６日（木）までに前記３⑴イの場所に提出しなけ

ればならない。また、開札日の前日までの間において、本市から

資格確認申請書等に関し、説明を求められた場合、これに応じな

ければならない。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア 本件公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者

がした入札及び開札日時以後、落札者の決定までの間に前記２

⑷の広島市競争入札参加資格の取消し若しくは指名停止措置

を受け、又はその他の一般競争入札参加資格を満たさなくなっ

た者がした入札 

  イ 資格確認申請書等その他本件入札に係る書類に虚偽の記載

をした者がした入札 

  ウ 入札金額を訂正したもの 

  エ 前記１⑸の予定価格を上回る額の入札 

  オ その他規則第８条各号のいずれかに該当する入札（外国事業

者が同条第１号の押印に代えて署名したものを除く。） 

  カ 物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７

年広島市規則第１３２号）第７条第５項の規定に基づき入札書

を受領した場合で、同項の規定に係る資格審査が開札日時まで

に終了しないとき又は競争入札参加資格を有すると認められ

なかったときにおける入札 

 ⑸ 契約保証金 

   要。ただし、規則第３１条第１号又は第３号に該当する場合は、

免除する。詳細は、入札説明書による。 

 ⑹ 契約書の作成の要否 

   要 

 ⑺ 入札の中止等 

   本件入札に関して、天災地変があった場合、事故の発生等によ

り郵便による入札の執行が困難な場合又は入札参加者の談合や

不穏な行動の情報があった場合など、入札を公正に執行すること

ができないと判断されるときは、入札の執行を延期又は中止する

ことがある。 
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   また、開札後においても、発注者の入札手続の誤りなどにより

入札の公正性が損なわれると認められたときは、入札を中止する

ことがある。 

 ⑻ 予算の成立及び契約締結日 

   本契約については、本件に係る予算の成立を条件とするととも

に、契約締結日は令和５年４月３日（月）とする。 

 ⑼ 広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

   前記２⑵の広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者

も、前記⑶により資格確認申請書等を提出することができるが、

入札に参加するためには、開札の時において、広島市競争入札参

加資格の認定を受けていなければならない。 

 ⑽ その他 

   詳細は、入札説明書による。 

６ Summary 

 ⑴ Nature and quantity of service to be procured： 

   Basic design and other related work for Hiroshima City  

   national pension system and late-stage elderly medical  

   insurance system (1 set) 

 ⑵ Fulfillment period： 

   From April 3, 2023 through March 31, 2024 

 ⑶ Fulfillment location(s): 

   National Insurance and Pension Division,  

   Health Department, 

   Health and Welfare Bureau, City of Hiroshima  

   (6-34 Kokutaiji-machi 1-chome, Naka-ku, Hiroshima City)  

   and other location(s) designated by the City 

 ⑷ Tender submission deadline: 

   3:00 pm, Wednesday, March 1, 2023 

 ⑸ Contact Point: 

   National Insurance and Pension Division  

   Health Department  

   Health and Welfare Bureau 

   The City of Hiroshima 

   6-34 Kokutaiji-machi 1-chome, Naka-ku, Hiroshima City 

   730-8586 Japan  

   TEL 082-504-2158 

 

入 札 公 告 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 

                  広島市長 松 井 一 實 

 

１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   重金属固定剤（焼却灰・ばいじん用）（安佐南工場）（単価契

約） 

   予定数量 １７０，９８３ｋｇ 

 ⑵ 調達件名の特質等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 納入期間 

   令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 ⑷ 納入場所 

   広島市環境局安佐南工場 

 ⑸ 入札方法 

  ア 入札金額は、１ｋｇ当たりの単価を記載すること。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもって契約

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約

金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。 

 ⑹ 入札区分 

   本件は、広島市電子入札システム（以下「電子入札システム」

という。）を利用して行う電子入札対象案件である。ただし、電

子入札システムにより難い場合は、入札説明書に定めるところに

より、所定の入札書の持参又は郵送（配達証明付書留郵便）によ

り入札することができる。 

   なお、電子入札システムに関する手続については、広島市電子

入札システム等利用規約及び広島市電子入札運用基準に従うも

のとし、これらに反する入札は無効とする。 

２ 競争入札参加資格 

  次に掲げる競争入札参加資格を全て満たしていること。 

 ⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４及び広島市契約規則（以下

「規則」という。）第２条の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 広島市競争入札参加資格の「令和５・６・７年」の「物品の売

買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティ

ングサービスに係る役務を除く。）の提供」の契約の種類「物品

の売買、修繕及び製造の請負」の登録種目「０７－０３ 工業薬

品」に登録されている者であること。 

   なお、当該広島市競争入札参加資格を有しない者で、本件入札

に参加を希望するものは、本市所定の申請書に必要事項を記載の

上、添付書類を添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑶ 広島市税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者で

あること。 

 ⑷ 入札公告の日から開札日までの間のいずれの日においても、営

業停止処分又は本市の指名停止措置若しくは競争入札参加資格

の取消しを受けていないこと。 

 ⑸ 次に掲げる事項を証明した者であること。 

  ア 納入しようとする物品が、入札説明書及び仕様書に定める特

質等を有すること。 

  イ 物品を１年間安定して納入できること。 

 ⑹ その他は、入札説明書による。 

３ 契約条項を示す場所等 

 ⑴ 契約条項を示す場所 

   広島市のホームページ（https://www.city.hiroshima.lg.jp/）の

トップページの「事業者向け情報」→「電子入札」→「調達情報

公開システム」の「一般公開用」→「カテゴリー検索 入札・見

積り情報」→「物品 一般競争入札[ＷＴＯ]」からダウンロード

できる。ただし、これにより難い場合（ダウンロードできない場
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 合の書類を含む。）は、次の場所で交付する。 

  ア 交付期間 

    入札公告の日から令和５年３月１日（水）までの日（広島市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる日を除く。）の

午前８時３０分から午後５時まで 

  イ 交付場所 

    〒７３１－３１６３ 

    広島市安佐南区伴北四丁目３９９０番地 

    広島市環境局施設部安佐南工場 

    電話 ０８２－８４８－１１１４ 

 ⑵ 入札書、入札説明書、仕様書等の交付方法 

   広島市のホームページ（前記⑴に記載のとおり。）からダウン

ロードできる。ただし、これにより難い場合は、前記⑴ア及びイ

において交付する。 

 ⑶ 契約条項、入札書、入札説明書等に関する問合せ先 

   前記⑴イに同じ。 

 ⑷ 仕様書に関する問合せ先 

   前記⑴イに同じ。 

 ⑸ 入札書の提出方法 

  ア 電子入札システムを使用した入札書の送信により提出する

こと。ただし、電子入札システムにより難い場合は、紙による

入札書の持参又は郵送（配達証明付書留郵便）によることがで

きる。 

  イ 入札書の提出期間等 

   (ア) 電子入札システムによる場合の提出期間 

    ａ 初度入札 

      令和５年２月２８日（火）の午前８時３０分から午後５

時１５分まで及び同年３月１日（水）の午前８時３０分か

ら午後５時まで 

    ｂ 再度入札を実施する場合 

      令和５年３月２日（木）の午後２時から午後５時１５分

まで及び同月３日（金）の午前８時３０分から午前１１時

まで 

   (イ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

    ａ 提出期間 前記(ア)に同じ。 

    ｂ 提出場所 前記⑴イに同じ。 

   (ウ) 郵送（配達証明付書留郵便）による場合の提出期間及び提

出先 

    ａ 提出期間 入札公告の日から令和５年３月１日（水）午

後５時まで（必着） 

    ｂ 提出先  前記⑴イに同じ。 

 ⑹ 入札回数 

   入札回数は、２回限りとする。 

 ⑺ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

   (ア) 初度入札 

     令和５年３月２日（木）午前１０時 

   (イ) 再度入札を実施する場合 

     令和５年３月３日（金）午後２時 

  イ 場所 

    広島市安佐南区伴北四丁目３９９０番地 

    広島市環境局施設部安佐南工場焼却施設 ５階会議室 

４ 落札者の決定 

  本件公告に示した調達物品を納入できると本市が判断した入札

者であって、規則第１５条及び第１６条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。 

５ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 入札保証金 

   免除。ただし、落札決定後に落札者が、契約の辞退をするなど

契約を締結しないときは、規則第２条の規定により競争入札参加

資格の取消しを行う。また、契約予定金額に基づく総支払予定額

に対する入札保証金相当額（５パーセント）の損害賠償金を請求

する。 

 ⑶ 入札者に求められる義務 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、前記２に掲げる事項

について証明する書類（以下「資格確認申請書等」という。）を

令和５年２月１３日（月）までに前記３⑴イの場所に提出しなけ

ればならない。 

   また、開札日の前日までの間において、本市から資格確認申請

書等に関し、説明を求められた場合、これに応じなければならな

い。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア 本件公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者

がした入札及び開札日時以後、落札者の決定までの間に前記２

⑵の広島市競争入札参加資格の取消し若しくは指名停止措置

を受け、又はその他の一般競争入札参加資格を満たさなくなっ

た者がした入札 

  イ 資格確認申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 

  ウ 入札金額を訂正したもの 

  エ 再度入札を実施する場合において、初度入札（無効となった

入札を除く。）の最低価格以上の価格でした入札 

  オ その他規則第８条各号のいずれかに該当する入札（外国事業

者が同条第１号の押印に代えて署名したものを除く。） 

  カ 物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７

年広島市規則第１３２号）第７条第５項の規定に基づき入札書

を受領した場合で、同項の規定に係る資格審査が開札日時まで

に終了しないとき又は競争入札参加資格を有すると認められ

なかったときにおける入札 

 ⑸ 契約保証金 

   要。ただし、規則第３１条第１号又は第３号に該当する場合は、

免除する。詳細は、入札説明書による。 

 ⑹ 契約書の作成の要否等 

   要 

 ⑺ 入札の中止等 

   本件入札に関して、天災地変があった場合、電子入札システム

の障害発生等により電子入札の執行が困難な場合、事故の発生等

により郵便による入札の執行が困難な場合又は入札参加者の談

合や不穏な行動の情報があった場合など、入札を公正に執行する
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ことができないと判断されるときは、入札の執行を延期又は中止

することがある。 

   また、開札後においても、発注者の入札手続の誤りなどにより

入札の公正性が損なわれると認められたときは入札を中止する

ことがある。 

 ⑻ 予算の成立及び契約締結日 

   本契約については、本件に係る予算の成立を条件とするととも

に、契約締結日は令和５年４月１日とする。 

 ⑼ 広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

   前記２⑵の広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者

も、前記⑶により資格確認申請書等を提出することができるが、

入札に参加するためには、開札の時において、広島市競争入札参

加資格の認定を受けていなければならない。 

 ⑽ その他 

   詳細は、入札説明書による。 

６ Summary 

 ⑴ Nature and quantity of the products to be purchased: 

   Heavy metal treatment agent approximately 170,983kg 

 ⑵ Delivery period: 

   From April 1, 2023 through March 31, 2024 

 ⑶ Delivery place: 

   Asaminami Incineration Plant, Environment Bureau, 

   Hiroshima City Hall 

 ⑷ Time Limit for Tender: 

   5:00 PM, Wednesday March 1, 2023 

 ⑸ Contact point for the notice: 

   Asaminami Incineration Plant, Environment Bureau, 

   Hiroshima City Hall 

   3990 Tomokita 4-chome,  

   Asaminami-ku, 

   Hiroshima City 731-3163 Japan 

   TEL 082-848-1114 

 

入 札 公 告 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 

                  広島市長 松 井 一 實 

 

１ 調達内容 

 ⑴ 調達等件名及び数量 

   教育事務処理システムの基本設計等業務 

 ⑵ 履行の内容等 

   入札説明書及び基本仕様書による。 

 ⑶ 契約期間 

   令和５年４月３日から令和８年３月３１日まで 

 ⑷ 履行期間 

   前記⑶に同じ。 

 ⑸ 予定価格 

   ６７，５４５，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

 ⑹ 履行場所 

   広島市教育委員会事務局総務部学事課（広島市中区国泰寺町一

丁目４番２１号）その他本市が指定する場所 

 ⑺ 入札方法 

  ア 入札金額は、契約期間の総価を記載すること。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

  ウ 本件に係る入札は、地方自治法施行令（以下「施行令」とい

う。）第１６７条の１０の２第１項に規定する総合評価一般競

争入札の方法により行うので、提案に係る書類（以下「提案書

等」という。）を入札書と同時に提出すること。 

 ⑻ 入札区分 

   本件に係る入札は、広島市電子入札システムを利用しない紙に

よる入札とする。 

２ 競争入札参加資格 

  次に掲げる競争入札参加資格を全て満たしていること。 

  なお、共同企業体を構成して参加する場合は、構成員は２者又は

３者とし（各構成員の出資割合は、２者の場合は３０パーセント以

上を、３者の場合は２０パーセント以上を必要とし、かつ、代表構

成員の出資割合は他の構成員の出資割合を下回らないこととす

る。）、いずれの構成員もこの項の要件を満たすものとする。 

 ⑴ 施行令第１６７条の４及び広島市契約規則（以下「規則」とい

う。）第２条の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 入札公告の日から落札者の決定の日までの間のいずれの日に

おいても、営業停止処分又は広島市の指名停止措置若しくは競争

入札参加資格の取消しを受けていないこと。 

 ⑶ 広島市競争入札参加資格「令和５・６・７年」の「物品の売買、

借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティング

サービスに係る役務を除く。）の提供」の契約の種類「役務の提

供の施設維持管理業務を除く役務」の登録種目「３ 施設維持管

理業務を除く役務」の「３０－０６ 情報処理（コンピュータ関

連）」に登録している者であること。 

   なお、当該広島市競争入札参加資格を有しない者で、本件入札

に参加を希望するものは、本市所定の申請書に必要事項を記載の

上、添付書類を添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 広島市税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者で

あること。 

   なお、広島市に納税義務がない者で、本件入札に参加を希望す

るものは、本市所定の申立書に必要事項を記載の上、添付書類を

添えて提出すること。詳細は、入札説明書による。 

 ⑸ 入札参加者に求められる義務として、次に掲げる事項を証明し

た者であること。 

  ア 単体企業の場合 

    平成３０年４月以降、政令指定都市や中核市等の大規模自治

体（人口２０万人以上）において、地方公共団体情報システム
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 の標準化に関する法律（令和３年法律第４０号。以下「標準化

法」という。）第２条第１項の規定に基づき定められた標準化

対象２０業務のうちいずれかについて、更新又は構築に係る基

本設計業務（構築業務等に含まれる場合も可）の履行実績（履

行中の場合も可。共同企業体での実績の場合は、代表構成員と

しての実績であること。）を有すること。 

  イ 共同企業体の場合 

    代表構成員が、平成３０年４月以降、政令指定都市や中核市

等の大規模自治体（人口２０万人以上）において、標準化法第

２条第１項の規定に基づき定められた標準化対象２０業務の

うちいずれかについて、更新又は構築に係る基本設計業務（構

築業務等に含まれる場合も可）の履行実績（履行中の場合も可。

共同企業体での実績の場合は、代表構成員としての実績である

こと。）を有すること。 

 ⑹ 次に掲げる者でないこと。 

  ア 教育事務処理システムの基本設計等業務総合評価審査委員

会の委員又は特別委員 

  イ 前記アの委員及び特別委員が自ら主宰し、又は役員若しくは

顧問として関係する法人その他の組織及び当該組織に所属す

る者 

 ⑺ その他は、入札説明書による。 

３ 契約条項を示す場所等 

 ⑴ 契約条項を示す場所 

   広島市のホームページ（https://www.city.hiroshima.lg.jp/）の

トップページの「事業者向け情報」→「電子入札」→「調達情報

公開システム」の「一般公開用」→「カテゴリー検索 入札・見

積り情報」→「委託 一般競争入札［ＷＴＯ］」からダウンロー

ドすることができる。ただし、これにより難い場合（ダウンロー

ドできない場合の書類を含む。）は、次により交付する。 

  ア 交付期間 

    入札公告の日から令和５年３月１日（水）までの日（広島市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる日を除く。）の

午前８時３０分から午後５時まで 

  イ 交付場所 

    〒７３０－８５８６ 

    広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号 

    広島市教育委員会事務局総務部学事課（広島市役所北庁舎６

階） 

    電話 ０８２－５０４－２４６９（直通） 

 ⑵ 入札書、入札説明書の交付方法 

   広島市のホームページ（前記⑴に記載のとおり。）からダウン

ロードすることができる。ただし、これにより難い場合には、前

記⑴ア及びイにより交付する。 

 ⑶ 仕様書の交付方法 

   前記⑴ア及びイにより交付する。 

 ⑷ 契約条項、入札説明書、仕様書等に関する問い合わせ先 

   前記⑴イに同じ。 

 ⑸ 入札書及び提案書等の提出方法 

  ア 持参又は郵送（配達証明付書留郵便）により提出すること。 

  イ 提出期間等 

   (ア) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

    ａ 提出期間 令和５年２月２８日（火）の午前８時３０分

から午後５時まで及び同年３月１日（水）の午

前８時３０分から午後３時まで 

    ｂ 提出場所 前記⑴イに同じ。 

   (イ) 郵送（配達証明付書留郵便）による場合の提出期間及び提

出先 

    ａ 提出期間 入札公告の日から令和５年３月１日（水）の

午後３時まで（必着） 

    ｂ 提出先  前記⑴イに同じ。 

 ⑹ 入札金額内訳書の提出方法 

   入札参加者は、入札書に記載する金額の算定根拠となった入札

金額内訳書を作成し、入札書と同時に提出しなければならない。

なお、入札金額内訳書の提出がない場合は、落札者となることが

できない。 

 ⑺ 入札回数 

   入札回数は、１回限りとする。 

 ⑻ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 令和５年３月２日（木）午前１１時 

  イ 場所 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

       広島市役所本庁舎１４階第７会議室 

４ 総合評価に関する事項（落札者決定基準） 

 ⑴ 落札者の決定方法 

   落札者決定に当たっては、教育事務処理システムの基本設計等

業務総合評価審査委員会において、「価格」及び「価格以外の要

素」（後記⑶の評価項目をいう。）について、後記⑵の「総合評

価の方法」によって審査の上、採点し、得られた総合的な得点の

最も高い者を落札者とする。 

 ⑵ 総合評価の方法 

  ア 入札価格の得点は、次の式により算定して得た値とする。 

    （１－入札価格÷予定価格）×３００点 

  イ 価格以外の要素の得点は、後記⑶の評価項目ごとに提案書等、

入札参加者に求めた提出書類を基に、入札説明書の落札者決定

基準に従って審査して得点を与える。 

    審査の過程においてヒアリングを実施する。ヒアリングの詳

細（実施時期、場所等）については、別途、入札参加者に対し

て通知を行う予定である。 

  ウ 前記アの得点に前記イの得点を加算した値を、価格と価格以

外の要素の総合的な得点とする。 

 ⑶ 評価項目 

  ア 価格以外の要素の大まかな評価対象は次のとおりであり、評

価項目及び評価基準の詳細は入札説明書の落札者決定基準に

よる。 

   (ア) 本業務の履行に関する項目 

   (イ) 類似業務の履行実績に関する項目 

   (ウ) 社会性に関する項目 

  イ 前項の評価項目は、評価に応じて配点される。 

 ⑷ 得点配分 

  ア 価格：３００点 価格以外の要素：６００点 

    総合評価の合計：９００点 

  イ 前記⑶アに掲げる各評価項目の得点配分は、入札説明書の落

札者決定基準による。 

https://www.city.hiroshima.lg.jp/
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５ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 入札保証金 

   免除。ただし、落札決定後に落札者が、契約の辞退をするなど

契約を締結しないときは、規則第２条の規定により競争入札参加

資格の取消しを行う。また、契約予定金額に対する入札保証金相

当額（１００分の５の額）の損害賠償金を請求する。 

 ⑶ 入札者に求められる義務 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、前記２に掲げる事項

について証明する書類（以下「資格確認申請書等」という。）を

令和５年２月１６日（木）までに前記３⑴イの場所に提出しなけ

ればならない。また、開札日の前日までの間において、本市から

資格確認申請書等に関し、説明及び追加資料の提出を求められた

場合、これに応じなければならない。詳細は、入札説明書による。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア 本件公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者

がした入札及び開札日以後、落札者の決定までの間に前記２⑶

の広島市競争入札参加資格の取消し若しくは指名停止措置を

受け、又はその他一般競争入札参加資格を満たさなくなった者

がした入札 

  イ 資格確認申請書等その他本件入札に係る書類に虚偽の記載

をした者がした入札 

  ウ 入札金額を訂正したもの 

  エ 前記１⑸の予定価格を上回る額の入札 

  オ その他規則第８条各号のいずれかに該当する入札（外国事業

者が同条第１号の押印に代えて署名したものを除く。） 

  カ 物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７

年広島市規則第１３２号）第７条第５項の規定に基づき入札書

を受領した場合で、同項の規定に係る資格審査が開札日時まで

に終了しないとき又は競争入札参加資格を有すると認められ

なかったときにおける入札 

 ⑸ 契約保証金 

   要。ただし、規則第３１条第１号又は第３号に該当する場合は、

免除する。詳細は、入札説明書による。 

 ⑹ 契約書の作成の要否 

   要 

 ⑺ 入札の中止等 

   本件入札に関して、天災地変があった場合、事故の発生等によ

り郵便による入札の執行が困難な場合又は入札参加者の談合や

不穏な行動の情報があった場合など、入札を公正に執行すること

ができないと判断されるときは、入札の執行を延期又は中止する

ことがある。 

   また、開札後においても、発注者の入札手続の誤りなどにより

入札の公正性が損なわれると認められるときは入札を中止する

ことがある。 

 ⑻ 予算の成立及び契約締結日 

   本契約については、本件に係る予算の成立を条件とするととも

に、契約締結日は令和５年４月３日（月）とする。 

 ⑼ 広島市競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

   前記２⑶に掲げる広島市競争入札参加資格の認定を受けてい

ない者も、前記⑶により資格確認申請書等を提出することができ

るが、入札に参加するためには、開札の時において、広島市競争

入札参加資格の認定を受けていなければならない。 

 ⑽ その他 

   詳細は、入札説明書による。 

６ Summary 

 ⑴ Nature of service to be procured: 

   Basic design and other related work for education  

   administrative system 

 ⑵ Fulfillment period: 

   From April 3, 2023 through March 31, 2026 

 ⑶ Fulfillment location(s): 

   School Affairs Division,  

   Hiroshima Municipal Board of Education 

   (4-21 Kokutaiji-machi 1-chome, Naka-ku, Hiroshima City) 

   and other location(s) designated by the City 

 ⑷ Tender submission deadline: 

   3:00 pm, Wednesday, March 1, 2023 

 ⑸ Contact point: 

   School Affairs Division 

   General Affairs Department, 

   Executive Office, 

   Municipal Board of Education, 

   The City of Hiroshima 

   4-21 Kokutaiji-machi 1-chome, Naka-ku, Hiroshima City 

   730-8586 Japan 

   TEL 082-504-2469 

 

資  格 

 

競争入札参加者の資格に関する公告 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 令和５年度において、広島市及び広島市水道局が発注する物品の売

買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（施設維持管理業務及び

建設コンサルティングサービスに係る役務を除く。）の提供のうち、

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令

（平成７年政令第３７２号）の規定が適用される調達契約（以下「特

定調達契約」という。）等の競争入札に参加する者に必要な資格及び

その審査の申請（随時受付）の手続等は、次のとおりです。 

 

            広  島  市  長 松 井 一 實 

            広島市水道事業管理者 村 上 裕 之 

 

１ 契約の種類及び登録種目 

  別表のとおり。 

２ 競争入札に参加しようとする者に必要な資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４

第１項の規定に該当しない者であること。 

tel:082-504-2469
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  ⑵ 次のいずれかに該当すると認められた後３年（又は市長若しく

は水道事業管理者が定めた期間）を経過していない者又はその者

を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用

する者でないこと。 

  ア 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑

に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をし

た者 

  イ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者

又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るため

に連合した者 

  ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行する

ことを妨げた者 

  エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務を妨げた者 

  オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

  カ 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、

当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行っ

た者 

  キ アからカまでのいずれかに該当すると認められた後３年（又

は市長若しくは水道事業管理者が定めた期間）を経過しない者

を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使

用した者     

 ⑶ 資格審査申請の時において広島市税並びに消費税及び地方消

費税の滞納がない者であること。 

 ⑷ 営業を行う上で法令に基づく許可、認可等を必要とする登録種

目に申請する場合にあっては、その許可、認可等を受けている者

であること。 

 ⑸ 広島市小規模修繕契約希望者名簿に登録されている者でない

こと。 

３ 申請の時期等 

 ⑴ 申請の時期 

  ア 受付期間 

    随時に受け付ける。 

    ただし、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第

４９号）第１条第１項各号に掲げる市の休日を除く。 

  イ 受付時間 

    午前８時３０分から午後５時まで 

 ⑵ 申請の場所 

  ア 発注者が広島市の場合 

    〒７３０－８５８６ 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市財政局契約部物品契約課 

  イ 発注者が広島市水道局の場合 

    〒７３０－００１１ 

    広島市中区基町９番３２号 

    広島市水道局財務課 

 ⑶ 申請書等の交付方法 

   広島市のホームページに掲載する。 

４ 申請方法等 

 ⑴ 申請方法 

   申請書等の提出書類は、前記３⑵の場所に持参するものとし、

郵送又はファクシミリによる申請は受け付けない。 

 ⑵ 申請書等の提出書類 

  ア 令和５・６・７年競争入札参加資格審査申請書（物品関係） 

  イ 契約実績調査票（物品関係） 

  ウ 取扱業務調査票（施設維持管理業務を除く役務に申請する場

合） 

  エ 履歴事項全部証明書（法人が申請する場合） 

  オ 身分証明書及び誓約書（個人が申請する場合） 

  カ 広島市税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書 

  キ 営業を行う上で法令に基づく許可、認可等を必要とする場合

は、許可、認可又は登録等の証明書の写し 

  ク 財務諸表等 

  ケ 事業協同組合等で申請する場合は、前記の書類のほかに次に

掲げる書類 

   (ア) 定款 

   (イ) 組合員名簿 

   (ウ) 役員名簿 

   (エ) 官公需適格組合証明書の写し（官公需適格組合が申請する

場合） 

   (オ) 官公需共同受注規約（官公需適格組合が申請する場合） 

   (カ) 全組合員の財務諸表等（官公需適格組合が申請する場合） 

  コ その他市長又は水道事業管理者が必要と認める書類 

 ⑶ 申請書等の提出書類において用いる言語等 

  ア 申請書については、日本語を用いるものとする。 

    その他の提出書類のうち外国語で記載しているものについ

ては、その日本語の訳文を付記し、又は添付すること。 

  イ 申請書等の提出書類のうちの金額欄については、出納官吏事

務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する外

国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。 

５ 競争入札参加者資格の決定及び審査基準 

  競争入札参加資格については、申請書等の提出書類等に基づいて

審査し、競争入札参加者資格の有無を認定した上で決定する。 

６ 資格審査結果の通知  

  資格審査の結果は、文書（郵送）により通知する。 

７ 競争入札参加資格の有効期間 

  資格が決定された時から令和７年１２月３１日までとする。 

  当該資格は、広島市の「物品等に係る契約の競争入札参加者の資

格等に関する要綱」第２条第３項及び「広島市水道局物品等に係る

契約の競争入札参加者の資格等に関する要綱」第２条第３項に定め

る追加受付に係る有効期間の開始の日の前日までは、特定調達契約

に係るものにあっては特定調達契約に係る資格に、一般競争入札に

係るものにあっては当該一般競争入札に係る資格に限るものとす

る。ただし、当該有効期間の開始の日以後は、この限りでない。 

  なお、前記２のいずれかの資格を有しないこととなった場合、申

請書等に虚偽の記載をして不正に競争入札参加資格の認定を受け

たことが判明した場合、又は廃業等により競争入札参加資格の辞退

の申出があった場合は、当該競争入札参加資格を取り消すものとす

る。 

８ その他 

  競争入札参加資格の決定後、その申請事項に変更が生じた場合は、

広島市財政局契約部物品契約課に競争入札参加資格審査申請書変

更届を提出すること。 
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別表 

【契約の種類及び登録種目】 

１ 物品の売買、修繕及び製造の請負 

 ⑴ 印刷・写真・広告 

   一般印刷、軽印刷、封筒、写真、複写、広告・看板、その他 

 ⑵ 事務用品 

   文具、事務用機器、紙、印章、その他 

 ⑶ 機械器具 

   医療用器械器具、計測・理学機械器具、家電・視聴覚機器、工

作用機械器具、産業用機械器具、厨房機械器具、消防機械器具、

その他 

 ⑷ 車両・船舶・航空機 

   自動車、二輪・雑車、自動車部品、自動車修理、船舶・航空機、

その他 

 ⑸ 家具・装飾 

   スチール家具、木工家具、建具・畳、装飾・寝具、その他 

 ⑹ 縫製 

   衣料品、皮革・ゴム・ビニール製品、帆布、その他 

 ⑺ 薬品 

   医療用薬品、防疫・農業用薬品、工業薬品、その他 

 ⑻ 燃料 

   石油製品、ガス・固体燃料、その他 

 ⑼ 教育用品 

   学校教材具、図書、運動具、楽器、その他 

 ⑽ 建材 

   土石・二次製品、セメント・二次製品、木材、鉄鋼、樹脂・ガ

ラス、塗料、その他 

 ⑾ 動植物 

   動物・植物、その他 

 ⑿ 食品 

 ⒀ 雑貨・百貨 

   時計・装身具、記念品、娯楽用品、荒物・雑貨、百貨店・総合

商社、その他 

 ⒁ 不用品の売払い 

 ⒂ その他 

 ⒃ 電力供給 

２ 物品の借入れ 

 ⑴ コンピュータ機器・システム 

 ⑵ コンピュータ機器以外の機械器具 

 ⑶ 車両・船舶 

 ⑷ 仮設建物（物品に限る。） 

 ⑸ 家具・装飾 

 ⑹ 園芸用品 

 ⑺ その他 

３ 役務の提供 

 ⑴ 検査・測定 

 ⑵ 調査・研究 

 ⑶ 計画策定 

 ⑷ 広報・宣伝 

 ⑸ 催事・展示 

 ⑹ 情報処理（コンピュータ関連） 

 ⑺ 建物附属設備・機械設備（施設維持管理業務に掲げているもの

を除く。）の保守点検・運転管理 

 ⑻ 機械器具（建物附属設備、機械設備を除く。）の保守点検 

 ⑼ 道路・公園等の維持管理 

 ⑽ 河川・下水道等の維持管理 

 ⑾ 運送・保管 

 ⑿ 廃棄物の収集・運搬・処理、浄化槽の清掃・保守点検 

 ⒀ クリーニング 

 ⒁ 司法書士、土地家屋調査士への依頼 

 ⒂ その他 

 

競争入札参加者の資格に関する公告 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 令和５年度において、広島市及び広島市水道局が発注する施設維持

管理業務のうち、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令（平成７年政令第３７２号）の規定が適用される調達

契約（以下「特定調達契約」という。）等の競争入札に参加する者に

必要な資格及びその審査の申請（随時受付）の手続等は、次のとおり

です。 

 

            広  島  市  長 松 井 一 實 

            広島市水道事業管理者 村 上 裕 之 

 

１ 契約の種類及び登録種目 

  別表１のとおり。 

２ 競争入札に参加しようとする者に必要な資格   

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４

第 1項の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 次のいずれかに該当すると認められた後３年（又は市長若しく

は水道事業管理者が定めた期間）を経過していない者又はその者

を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用

する者でないこと。 

  ア 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑

に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をし

た者 

  イ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者

又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るため

に連合した者 

  ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行する

ことを妨げた者 

  エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務を妨げた者 

  オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

  カ 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、

当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行っ

た者 

  キ アからカまでのいずれかに該当すると認められた後３年（又

は市長若しくは水道事業管理者が定めた期間）を経過しない者

を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使



令和５年１月１９日                 広   島   市   報           調達号外第６７８号 －１７－ 

  

 用した者 

 ⑶ 資格審査申請の時において広島市税並びに消費税及び地方消

費税の滞納がない者であること。 

 ⑷ 次に掲げる登録種目にあっては、資格審査申請の時において社

会保険（健康保険及び厚生年金保険）及び労働保険（労災保険及

び雇用保険）に加入し、保険料の未納がない者であること（加入

義務がある場合）。 

  ア 建築物清掃 

  イ 常駐警備 

 ⑸ 次に掲げる登録種目にあっては、申請に必要な許可・登録等を

有している者であること。 

登録種目 申請に必要な許可・登録等 

建築物清掃  建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）（以

下「ビル衛生管理法」という。）第１２条

の２第１項第１号又は第８号の事業の登

録 

建築物空気環境

測定 

 ビル衛生管理法第１２条の２第１項第

２号又は第８号の事業の登録 

建築物飲料水水

質検査 

 ビル衛生管理法第１２条の２第１項第

４号又は第８号の事業の登録  

建築物飲料水貯

水槽清掃 

 ビル衛生管理法第１２条の２第１項第

５号の事業の登録 

建築物ねずみこ

ん虫等防除 

 ビル衛生管理法第１２条の２第１項第

７号の事業の登録 

常駐警備（特定調

達契約は除く。） 

 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）

第４条の認定及び同法第９条の届出 

機械警備（特定調

達契約は除く。） 

 警備業法第４条の認定及び同法第４０

条の届出 

 ⑹ 広島市小規模修繕契約希望者名簿に登録されている者でない

こと。 

３ 申請の時期等 

 ⑴ 申請の時期 

  ア 受付期間 

    随時に受け付ける。 

    ただし、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第

４９号）第１条第１項各号に掲げる市の休日を除く。 

  イ 受付時間 

    午前８時３０分から午後５時まで 

 ⑵ 申請の場所 

  ア 発注者が広島市の場合 

    〒７３０－８５８６ 

    広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

    広島市財政局契約部物品契約課 

  イ 発注者が広島市水道局の場合 

    〒７３０－００１１ 

    広島市中区基町９番３２号 

    広島市水道局財務課 

 ⑶ 申請書等の交付方法 

   広島市のホームページに掲載する。 

４ 申請方法等 

 ⑴ 申請方法 

   申請書等の提出書類は、前記３⑵の場所に持参するものとし、

郵送又はファクシミリによる申請は受け付けない。 

 ⑵ 申請書等の提出書類  

  ア 令和５・６・７年競争入札参加資格審査申請書（施設維持管

理業務） 

  イ 契約実績調査票（施設維持管理業務） 

  ウ 履歴事項全部証明書（法人が申請する場合） 

  エ 身分証明書及び誓約書（個人が申請する場合） 

  オ 広島市税並びに消費税及び地方消費税の納税証明 

  カ 営業を行う上で法令に基づく許可、認可等を必要とする場合

は、許可、認可又は登録等の証明書の写し 

  キ 前記２⑸に掲げる許可、認可等の証明書の写し（前記２⑸に

掲げる登録種目に申請する場合）  

  ク 財務諸表等（個人の場合、確定申告書等） 

  ケ 技術者資格免許等の写し及び当該技術者の雇用を証する書

類の写し（「建築物清掃」又は「常駐警備」に申請する場合） 

  コ 社会保険（健康保険及び厚生年金保険）及び労働保険（労災

保険及び雇用保険）への加入並びに保険料の未納がないことを

証する書類の写し（「建築物清掃」又は「常駐警備」に申請す

る場合） 

  サ 事業協同組合等で申請する場合は、前記の書類のほかに次に

掲げる書類 

   (ア) 定款 

   (イ) 組合員名簿 

   (ウ) 役員名簿 

   (エ) 官公需適格組合証明書の写し（官公需適格組合が申請する

場合） 

   (オ) 官公需共同受注規約（官公需適格組合が申請する場合） 

   (カ) 全組合員の財務諸表等（官公需適格組合が申請する場合） 

  シ その他市長又は水道事業管理者が必要と認める書類  

 ⑶ 申請書等の提出書類に用いる言語等 

  ア 申請書については、日本語を用いるものとする。 

    その他の提出書類のうち外国語で記載しているものについ

ては、その日本語の訳文を付記し、又は添付すること。 

  イ 申請書等の提出書類のうちの金額欄については、出納官吏事

務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する外

国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。 

５ 競争入札参加者資格の決定及び審査基準 

  競争入札参加資格については、申請書等の提出書類等に基づいて

審査し、競争入札参加者資格の有無を認定した上で決定する。 

  資格を有すると決定された者のうち、登録種目の「建築物清掃」

及び「常駐警備」の資格を有する者については、別表２の経営状況

等審査事項の審査数値に、別表３の政策的審査事項の審査数値を加

算した総合点数により、別表４に掲げる等級に区分する。 

６ 資格審査結果の通知  

  資格審査の結果は、文書（郵送）により通知する。 

７ 競争入札参加資格の有効期間 

  資格が決定された時から令和７年１２月３１日までとする。 

  当該資格は、広島市の「物品等に係る契約の競争入札参加者の資
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格等に関する要綱」第２条第３項及び「広島市水道局物品等に係る

契約の競争入札参加者の資格等に関する要綱」第２条第３項に定め

る追加受付に係る有効期間の開始の日の前日までは、特定調達契約

に係るものにあっては特定調達契約に係る資格に、一般競争入札に

係るものにあっては当該一般競争入札に係る資格に限るものとす

る。ただし、当該有効期間の開始の日以後は、この限りでない。 

  なお、前記２のいずれかの資格を有しないこととなった場合、申

請書等に虚偽の記載をして不正に競争入札参加資格の認定を受け

たことが判明した場合、又は廃業等により競争入札参加資格の辞退

の申出があった場合は、当該競争入札参加資格を取り消すものとす

る。 

８ その他 

  競争入札参加資格の決定後、その申請事項に変更が生じた場合は、

広島市財政局契約部物品契約課に競争入札参加資格審査申請書変

更届を提出すること。 

 

別表１ 

【契約の種類及び登録種目】 

 施設維持管理業務 

  ⑴ 建築物清掃 

  ⑵ 建築物空気環境測定 

  ⑶ 建築物飲料水水質検査 

  ⑷ 建築物飲料水貯水槽清掃 

  ⑸ 建築物ねずみこん虫等防除 

  ⑹ 常駐警備（特定調達契約は除く。） 

  ⑺ 冷暖房設備等の運転管理（常駐） 

  ⑻ 自家用電気工作物の保守点検 

  ⑼ 消防用設備の保守点検 

  ⑽ 電話交換 

  ⑾ 機械警備（特定調達契約は除く。） 

 

別表２ 

経営状況等審査事項 

【審査事項及び審査数値】 

１ 建築物清掃（特定調達契約） 

  〔掲載順序：項目、審査基準、審査数値〕 

 ⑴ 当該種目における過去２年間の会社全体の平均売上高 

   ５億円以上        ：４０点 

   ３億円以上５億円未満   ：３２点 

   １億円以上３億円未満   ：２４点 

   ５千万円以上１億円未満  ：１６点 

   ５千万円未満       ： ８点 

   売上なしの場合      ： ０点 

 ⑵ 自己資本額 

   ２億円以上        ：１０点 

   １億円以上２億円未満   ： ８点 

   ５千万円以上１億円未満  ： ６点 

   １千万円以上５千万円未満 ： ４点 

   １千万円未満       ： ２点 

   マイナスの場合      ： ０点 

 ⑶ 流動比率 

   ２００％以上       ：１０点 

   １５０％以上２００％未満 ： ８点 

   １００％以上１５０％未満 ： ６点 

   ５０％以上１００％未満  ： ４点 

   ５０％未満        ： ２点 

 ⑷ 営業年数 

   ３０年以上        ：１０点 

   ２０年以上３０年未満   ： ８点 

   １０年以上２０年未満   ： ６点 

   ５年以上１０年未満    ： ４点 

   ５年未満         ： ２点 

 ⑸ 従業員数 

   ５００人以上       ：１０点 

   ３００人以上５００人未満 ： ８点 

   １００人以上３００人未満 ： ６点 

   ５０人以上１００人未満  ： ４点 

   ５０人未満        ： ２点 

 ⑹ 会社全体の有資格者数 

   １５人以上        ：２０点 

   １０人以上１５人未満   ：１６点 

   ５人以上１０人未満    ：１２点 

   ３人以上５人未満     ： ８点 

   ３人未満         ： ４点 

 ⑺ 指名停止等の状況 

   指名停止及び資格取消期間（１か月当たり）：－０．７点 

※１ 流動比率の取扱い 

 ・ 流動資産（分子）が「０」の場合は、審査数値は０点とする。 

 ・ 流動負債（分母）が「０」の場合は、審査数値は１０点とする。 

 ・ 流動資産（分子）及び流動負債（分母）が共に「０」の場合は、

審査数値は０点とする。 

※２ 指名停止等の期間の取扱い 

 ・ 資格認定日の属する年から過去３年間の期間において、指名停

止等を行っていた状況に応じて算出する。 

 ・ 期間に１か月に満たない端数（日数）がある場合は、当該端数

を切り捨てる。 

２ 建築物清掃及び常駐警備（ともに特定調達契約は除く。） 

  〔掲載順序：項目、審査基準、審査数値〕 

 ⑴ア 当該種目における過去２年間の会社全体の平均売上高 

    ５億円以上        ：１５点 

    ３億円以上５億円未満   ：１２点 

    １億円以上３億円未満   ： ９点 

    ５千万円以上１億円未満  ： ６点 

    ５千万円未満       ： ３点 

    売上なしの場合      ： ０点 

  イ 当該種目における過去２年間の広島市内の平均売上高 

    ３億円以上        ：２５点 

    ２億円以上３億円未満   ：２０点 

    １億円以上２億円未満   ：１５点 

    ５千万円以上１億円未満  ：１０点 

    ５千万円未満       ： ５点 

    売上なしの場合      ： ０点 
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  ⑵ 自己資本額 

   ２億円以上        ：１０点 

   １億円以上２億円未満   ： ８点 

   ５千万円以上１億円未満  ： ６点 

   １千万円以上５千万円未満 ： ４点 

   １千万円未満       ： ２点 

   マイナスの場合      ： ０点 

 ⑶ 流動比率 

   ２００％以上       ：１０点 

   １５０％以上２００％未満 ： ８点 

   １００％以上１５０％未満 ： ６点 

   ５０％以上１００％未満  ： ４点 

   ５０％未満        ： ２点 

 ⑷ 営業年数 

   ３０年以上        ：１０点 

   ２０年以上３０年未満   ： ８点 

   １０年以上２０年未満   ： ６点 

   ５年以上１０年未満    ： ４点 

   ５年未満         ： ２点 

 ⑸ 従業員数 

   ５００人以上       ：１０点 

   ３００人以上５００人未満 ： ８点 

   １００人以上３００人未満 ： ６点 

   ５０人以上１００人未満  ： ４点 

   ５０人未満        ： ２点 

 ⑹ 広島市内の有資格者数 

   １５人以上        ：２０点 

   １０人以上１５人未満   ：１６点 

   ５人以上１０人未満    ：１２点 

   ３人以上５人未満     ： ８点 

   ３人未満         ： ４点 

 ⑺ 指名停止等の状況 

   指名停止及び資格取消期間（１か月当たり）：－０．７点 

※１ 流動比率の取扱い 

 ・ 流動資産（分子）が「０」の場合は、審査数値は０点とする。 

 ・ 流動負債（分母）が「０」の場合は、審査数値は１０点とする。 

 ・ 流動資産（分子）及び流動負債（分母）が共に「０」の場合は、

審査数値は０点とする。 

※２ 指名停止等の期間の取扱い 

 ・ 資格認定日の属する年から過去３年間の期間において、指名停

止等を行っていた状況に応じて算出する。 

 ・ 期間に１か月に満たない端数（日数）がある場合は、当該端数

を切り捨てる。 

 

別表３ 

政策的審査事項 

１ ＩＳＯ９００１の取得状況 

  申請者が、基準日において、ＩＳＯ９００１を認証取得している

場合（ただし、広島市内の本店又は支店等が認証取得しているもの

に限る。）                      ：１点 

２ ＩＳＯ１４００１若しくはＩＳＯ１４００５の取得状況又はエ

コアクション２１の取得状況 

  申請者が、基準日において、ＩＳＯ１４００１若しくはＩＳＯ１

４００５を認証取得している場合又はエコアクション２１の認

証・登録を受けている場合（ただし、広島市内の本店又は支店等が

認証取得又は認証・登録しているものに限る。）     ：１点 

３ 障害者雇用の状況 

  申請者が、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律

第１２３号。以下「障害者雇用促進法」という。）第４３条第７項

に基づく報告義務のある場合は、基準日の直前の６月１日現在にお

いて、報告義務のない場合は基準日現在において、 

 ⑴ 障害者雇用率が２．３％以上４．６％未満である場合 ：１点 

 ⑵ 障害者雇用率が４．６％以上である場合       ：２点 

   なお、障害者雇用率は全て障害者雇用促進法の規定に基づく計

算による。 

４ 子育て支援の取組状況 

  申請者が、基準日において、以下のいずれかに該当する場合：１点 

 ⑴ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１

２条第４項の規定に基づく「一般事業主行動計画」を策定し、届

け出ている（労働者１００人以下の事業所に限る。）場合又は同

法第１３条若しくは第１５条の２の規定により認定（労働者１０

１人以上の事業所）されている場合 

 ⑵ 基準日前５年以内に次のいずれかの表彰を受けている場合 

  ア 内閣府が行う「子供と家族・若者応援団表彰」（旧「子ども

若者育成・子育て支援功労者表彰」）（申請者が法人の場合、

その代表者がこの賞を受賞している場合を含む。） 

  イ 広島市安全なまちづくり功労表彰 

５ 男女共同参画の取組状況 

  申請者が、基準日において、基準日前５年以内に次のいずれかの

表彰を受けている場合                 ：１点 

 ⑴ 内閣府が行う女性のチャレンジ支援策に基づく女性のチャレ

ンジ賞、女性のチャレンジ支援賞、女性のチャレンジ賞特別部門

賞（申請者が法人の場合、その代表者がこれらの賞を受賞してい

る場合を含む。） 

 ⑵ 厚生労働省が行う均等・両立推進企業表彰 

 ⑶ 広島市男女共同参画推進事業所表彰 

６ 女性の職業生活における活躍の推進への取組状況 

  申請者が、基準日において、次のいずれかに該当する場合：１点 

 ⑴ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年

法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）第８条第７項

の規定に基づく「一般事業主行動計画」を策定し、届け出ている

場合（常時雇用する労働者の数が１００人以下の事業者） 

 ⑵ 女性活躍推進法第９条又は第１２条の規定に基づく認定を受

けている場合（常時雇用する労働者の数が１０１人以上の事業者） 

７ 青少年の雇用の促進等への取組状況        

  申請者が、基準日において、青少年の雇用の促進等に関する法律

（昭和４５年法律第９８号）第１５条に基づく認定を受けている場

合                          ：１点 

８ 「女性と若者が輝く企業」の認定状況 

  申請者が、基準日において、広島市長から「女性と若者が輝く企

業」の認定を受けている場合              ：１点 

９ 広島市内在住の失業者の雇用状況 
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  申請者が、基準日前３年以内において、広島市内在住の失業者１

人以上を正規従業員（雇用期間の定めのない契約で雇用される者と

し、短時間労働者（週所定労働時間３０時間未満）を除く。）とし

て採用し、基準日現在、継続的に雇用している場合    ：１点 

10 生活困窮者就労訓練事業への取組状況 

  申請者が、基準日において、生活困窮者自立支援法（平成２５年

法律第１０５号）第１６条第１項に基づく「生活困窮者就労訓練事

業所」の認定を受けている場合             ：１点 

11 若者の就業支援への取組状況 

  申請者が、基準日前３年以内において、次のいずれかに該当する

場合                         ：１点 

 ⑴ 地域若者サポートステーション事業実施要綱に基づく地域若

者サポートステーション事業（厚生労働省が行う事業）として、

市内に居住する若者無業者等を対象とした職場見学・就業体験を

実施している場合 

 ⑵ 中学校等（広島市内に所在するもの）が実施する職場体験学習

又は大学、短期大学若しくは高等学校等（いずれも広島市内に所

在するもの）が実施するインターンシップを、１回以上受け入れ

ている場合           

12 暴力団離脱者の社会復帰支援事業の協力事業所への登録の状況 

  申請者が、基準日において、公益財団法人暴力追放広島県民会議

が行う暴力団離脱者の社会復帰支援事業における協力事業所とし

て登録されている場合                 ：１点 

13 消防団活動への協力状況 

  申請者が、基準日において、広島市消防団協力事業所表示制度実

施要綱に基づく認定を受けている場合          ：１点 

14 まちの美化活動への取組状況 

  申請者が、次のいずれかに該当する場合        ：１点 

 ⑴ 基準日前５年以内に、「広島市環境美化功労者表彰」を受けて

いる場合 

 ⑵ 基準日前１年以内に、本市の区域内の場所を対象として、「広

島市まちの美化に関する里親制度」、「広島市クリーンボランテ

ィア支援事業」、「広島県アダプト制度」又は「国土交通省広島

国道ボランティア・ロード」による清掃活動の実績がある場合 

 ⑶ 基準日前１年以内に、公共の場所（道路、歩道橋、河川、用排

水路、公園等）で公共団体又は公共的団体による清掃活動に、事

業所として２回以上参加した実績を有している場合 

15 花と緑にあふれる美しいまちづくりの取組状況 

  申請者が、基準日において、花と緑の広島づくりネットワークに

登録し、かつ、次のいずれかに該当する場合       ：１点 

 ⑴ 町内会、商店街等の地縁団体と協働して地域における花壇づく

りに取り組んでいる場合 

 ⑵ 「広島市グリーンパートナー事業（協賛金に係るものを除く。）」

に参加し、花壇の維持管理を行っている場合 

 ⑶ 「広島市ふれあい樹林事業」に参加し、緑地保全のための維持

管理活動を行っている場合 

 

別表４ 

【等級及び等級に対応する予定価格】 

１ 建築物清掃 

 〔掲載順序：等級区分、審査数値総合点数、予定価格〕 

 Ａ：７０点以上     ：１，２００万円以上 

 Ｂ：５０点以上７０点未満：３００万円以上１，２００万円未満  

 Ｃ：５０点未満     ：３００万円未満 

２ 常駐警備（特定調達契約は除く。） 

 〔掲載順序：等級区分、審査数値総合点数、予定価格〕 

 Ａ：７０点以上     ：１，７００万円以上 

 Ｂ：５０点以上７０点未満：９００万円以上１，７００万円未満 

 Ｃ：５０点未満     ：９００万円未満 

 

そ の 他 

 

苦情処理に関する公表 

 

                     令和５年１月１９日 

 

 政府調達に係る苦情処理の受付及び処理の状況について、次のとお

り公表します。 

 

                  広島市長 松 井 一 實 

 

  

 令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間において、政府

調達に係る苦情の受付はなかった。 

 


